







　2019 年 7 月の参議院議員通常選挙は、各党の憲法改正に対するスタンス
が明確に示されたうえでおこなわれた。結党以来、憲法改正を党是としてき










　（2）1950 年代半ばから 1980 年代にかけて


































































































































































































































　1946 年 10 月 17 日、極東委員会は憲法再検討に関する政策を決定し、翌



























挙・1956 年参議院通常選挙）では、社会党が両院議席の 3分の 1を占めた
ことによって、鳩山一郎政権下での憲法改正論議は一旦は停頓することにな
った48）。


























つ時代に即した変化を目指すもので、50 年代や 90 年代の改憲論に比べると
発表された改憲案の数も少なく、大きな盛り上がりを見せる前に終息し
た54）。

































































































第 2回衆議院解散（1952）を 7条 3号にもとづいておこない（抜き打ち解




























を解散することができる（フランス第五共和国憲法 12 条 1 項）が、①解散







選挙期日の 25 平日前の任期満了による自動解散（議会任期固定法 3条）、②
庶民院が定数の 3分の 2以上の多数で繰り上げ総選挙の実施を可決した場合



























































































































定はないが、執行権が大統領に帰属すること（第 2条第 1節第 1項）や大統
































































































































ページ（2020 年 2 月 1 日閲覧）。
2）　日本維新の会 〈政策〉 https://o─ishin.jp/policy/および 〈日本維新の会憲法改正原案〉 
PDF資料 （平成 28 年 3 月 24 日） https://o─ishin.jp/news/2016/03/26/2703.html （2020
年 2 月 1 日閲覧）。
3）　立憲民主党〈憲法に関する考え方─立憲的憲法論議（2018 年 7 月 19 日）https://
cdp─japan.jp/policy/constitution（2020 年 2 月 1 日閲覧）。















10）　同書、pp. 28─31 および pp. 40─44。
11）　待鳥聡史（2016）「政治学からみた『憲法改正』」駒村圭吾・待鳥聡史（編）『「憲法
改正」の比較政治学』弘文堂、p. 10。













16）　例として、1970 年のドイツ基本法 38 条 2 項改正によって、選挙権・被選挙権年齢
が 18 歳に引き下げられているが、日本では 2015 年の公職選挙法改正により、選挙
権が 18 歳に引き下げられた（山岡規雄・井田敦彦（2019）「諸外国における戦後の
憲法改正【第 6版】」国立国会図書館　調査及び立法考査局『調査と情報─ ISSUE 
BRIEF』No. 1040、pp. 6─8。













20）　最大判昭和 47 年 11 月 22 日刑集 26 巻 9 号 586 頁（小売市場距離制限事件判決）。













は、全逓東京中郵事件判決（最大判昭和 41 年 10 月 26 日刑集 20 巻 8 号 901 頁）以
降、最大判昭和 44 年 4 月 2 日刑集 23 巻 5 号 305 頁（都教組事件判決）、最大判昭
和 44 年 4 月 2 日刑集 23 巻 5 号 685 頁（全司法仙台事件判決）へと受け継がれた公
務員の労働基本権を承認する立場が、最大判昭和 48 年 4 月 25 日刑集 27 巻 4 号
547 頁（全農林警職法事件）の判例変更によって、公務員に対する争議行為一律禁
止を合憲とする憲法解釈の変更がなされた。
25）　最大決平成 25 年 9 月 4 日民集 67 巻 6 号 1320 頁（非嫡出子相続分規定違憲判決）


















論』三省堂 p. 78 以下に収録、pp. 91─92。
33）　森本、前掲注（26）、pp. 139─140。
34）　大石、前掲注（9）、p. 11、p. 26 および pp. 36─37。
35）　統治行為論を用いた例に、最大判昭和 34 年 12 月 16 日刑集 13 巻 13 号 3225 頁（砂
川事件判決）や最大判昭和 35 年 6 月 8 日民集 14 巻 7 号 1206 頁（苫米地事件判
























40）　佐藤功（1977）「憲法改正論の系譜と現状」有斐閣『ジュリスト 638 号（1977 年 5









































58）　衆議院憲法調査会報告書（2005 年 4 月）（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_
kenpou.nsf/html/kenpou/chosa/report.htm）および参議院憲法調査会報告書（2005
年 4 月 ）（https://www.kenpoushinsa.sangiin.go.jp/kenpou/zenbunfuzoku.html）















斐閣、p. 118 による。裁量的解散を認めるものとして、大石、同書、p. 118、佐藤
幸治（2011）『日本国憲法論』（法学叢書 7）成文堂、pp. 477─479、芦部、前掲注
（24）、pp. 49─50、pp. 345─346 など。
64）　芦部、同書、p. 346。これとほぼ同旨の制約をあげるものとして、佐藤、同書、pp. 
478─479。
65）　加藤一彦（2017）「憲法 69 条の原意─第 1回目の衆議院解散の波動─」現代法学会
（編）東京経済大学現代法学会誌『現代法学』33 号、pp. 156─157。
66）　小嶋和司（2004）『憲法概説』信山社、pp. 305─307 および加藤、同論文、p. 158。
67）　上田、前掲注（61）、p. 242。
68）　衆議院ホームページ〈衆議院議員総選挙一覧表〉http://www.shugiin.go.jp/internet/
itdb_annai.nsf/html/statics/shiryo/senkyolist.htm（2020 年 3 月 1 日閲覧）および衆
議院調査局議会制度等研究グループ（2016）「英国、フランス、ドイツ及び日本の
統治制度─議会の解散を中心として─」衆議院調査局『RESEARCH BUREAU論
究』（第 13 号）p. 108。









73）　最大判昭和 28 年 12 月 23 日民集 7巻 13 号 1561 頁（皇居外苑使用不許可処分取消
等請求事件）最大判昭和 42 年 5 月 24 日民集 21 巻 5 号 1043 頁（朝日訴訟）。樋口
陽一（2013）『五訂　憲法入門』勁草書房、pp. 167─172。
74）　鈴木秀美（2015）「日本の違憲審査制の現状と課題：制度改革をめぐる議論を中心







（最大判平成 17 年 9 月 14 日民集 59 巻 7 号 2087 頁）、衆議院選挙議員定数不均衡訴
訟（最大判平成 23 年 3 月 23 日民集 65 巻 2 号 755 頁）、参議院選挙議員定数不均衡
訴訟（最大判平成 24 年 10 月 17 日民集 66 巻 10 号 3357 頁）、国籍法違憲判決（最
大判平成 20 年 6 月 4 日民集 62 巻 6 号 1367 頁）、非嫡出子相続分規定違憲決定（最
大決平成 25 年 9 月 4 日民集 67 巻 6 号 1320 頁）、女性再婚禁止期間規定違憲判決
（最大判平成 27 年 12 月 16 日民集 69 巻 8 号 2427 頁）。
77）　同前、座談会対話内容より、p. 183 以下。宍戸常寿（2010）「最高裁と『違憲審査
の活性化』」『法律時報』（2010 年 82 巻 4 号通巻 1020 号）日本評論社、p. 59。見平
典（2016）「最高裁判所の現在─違憲審査制と少数意見制の活性化の背景と特徴」









4 号通巻 1020 号、pp. 63─64 および見平、前掲注（77）、pp. 80─81。
82）　西原博史（2005）「憲法裁判所制度の導入？」『ジュリスト』2005 年 5 月 1─15 日号










88）　小林直樹（1979）『国家緊急権』学陽書房、p. 181 および pp. 188─191。
89）　昭和 21 年 7 月 15 日（第 90 回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員会）金森徳次郎
答弁。（国立国会図書館　帝国議会会議録検索システム（URL:https://teikokugikai─











2016 年 1 月号、pp. 144─149、永井幸寿（2016）「災害対策の効果的な法制度（緊急
事態条項）」日本信頼性学会『信頼性』38 巻 5 号、p. 326 以下。













ンドブック （令和 2年版）』 （PDF資料） （URL:https://www.cao.go.jp/bunken─suishin/
teianbosyu/handbook.html）、pp. 4─6（2020 年 3 月 18 日閲覧）。
100）　内閣府、同前。
101）　総務省〈第 28 次地方制度調査会の議事要旨〉『道州制のあり方に関する答申』（平
成 18 年 2 月 28 日）（PDF資料）（URL:https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/
chihou_seido/singi/pdf/No28_tousin_060228.pdf）（2020 年 3 月 18 日閲覧）。






p116、大沢秀介（2009）「ロー・クラス　発信　憲法地域事情第 10 回・総論編 2　
道州制」『法学セミナー』54 巻 7 号、pp. 55─56 など。
104）　佐々木信夫（2018）「憲法改正と分権国家の形成─日本型州制度へ移行─」中央大
学経済学研究会（編）『経済学論纂』58 巻 3・4 号合併号、p. 243 以下。
105）　同前、pp. 244─251。






（編）『立命館法學』2012 年 1 号（341 号）、pp. 1─3。
